
様式１

Ⅰ　団体の概要
（令和4年4⽉1⽇現在）

Ⅱ　点検評価（団体の必要性）

１ 団体の設⽴⽬的（定款）

２ 団体が果すべき使命・役割

３ 団体を取り巻く環境

点検評価表（外郭団体）

団　　体　　名 公益財団法⼈静岡県漁業振興基⾦                                       
所　　在　　地 静岡市葵区追手町9番18号 設⽴年⽉⽇ 昭和53年12⽉22⽇
代　　表　　者 理事⻑　　藪⽥　国之 県 所 管 課 経済産業部水産資源課

運営する施設 -
団体ホームページ http://www.so-gskikin.jp/

出資者 出資額（千円） ⽐率（％） 役職員の状況（人）
静岡県  1,575,000 48.0  常勤役員  1  常勤職員  - 
南駿河湾漁業協同組合  1,019,729 31.0  うち県OB  1  うち県OB  - 
浜名漁業協同組合  108,273 3.3  うち県派遣  -  うち県派遣  - 
静浦漁業協同組合  84,860 2.6  非常勤役員  31  非常勤職員  1 
その他  496,138 15.1 役員 計  32 職員 計  1 

基本財産（資本⾦） 計  3,284,000 100.0 

区　分 内　　　　容

設⽴に係る根拠法令等
⼀般社団法人及び⼀般財団法人に関する法律
公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

団体の沿革
・昭和60年9⽉　　 　沿岸漁場整備開発法に基づく指定法人に指定
・昭和63年4⽉　　 　法人の名称を「静岡県漁業振興基⾦」に改称
・平成22年12⽉　　 公益法人に移⾏

　この法人は、沿岸漁業の振興と海洋資源の培養に関する事業を⾏い、もって静岡県の水産業及び県⺠
生活の向上に寄与することを目的とする（定款第3条）。

　漁業振興対策、漁業公害対策、漁業環境保全対策等に関する事業に対して助成を⾏うとともに、マダ
イ・ヒラメ等の種苗放流を⾏う栽培漁業を推進し、沿岸漁業の振興と重要⿂類等の海洋資源の維持・増
⼤を図ることによって、優れた水産物・⾷糧の国⺠・消費者への安定供給に寄与する。

団体を取り巻く社会
経済環境の変化や
新たな県⺠ニーズ

・沿岸漁業の振興においては、生産性の向上のみならず、生産から販売までの⼀
連の取組の強化が求められている。
・マダイ・ヒラメ等の種苗放流を⾏う栽培漁業においては、水産資源の状態や生態
系への影響、県内関係団体の要望等を勘案して、県が平成26年度に第7次静
岡県栽培漁業基本計画を策定した。

⾏政施策と団体活動
との関係（役割分
担）

　県が企画・調整を⾏う栽培漁業の推進について、当該法人は沿岸漁場整備開
発法に基づき県知事から指定された団体として、主要な事業の実施、関係団体
等との連絡・調整、事業効果の普及など中核的な業務を担っている。

⺠間企業や他の団体
との関係（役割分
担）

　団体が種苗を購入し、伊豆、中部、榛南地域（マダイ）、沼津、榛南地域（ヒ
ラメ）の各地域の漁業協同組合に委託して中間育成した後、地元漁業者の協
⼒を得て海域へ放流する。

http://www.so-gskikin.jp/


４ 事業概要

５ 事業成果指標

６ 事業成果の総括評価

※判定欄　…　○︓良好　　△︓改善を要する　　×︓抜本的な改革が必要

（単位︓千円 ）
区分 事業名 事業概要 R3 決算 R4 予算

合　　　計 51,439 53,897

目標（上段）及び実績（下段）

評価
3.2 3.2 3.2 3.2
1.9 2.3 （集計中） （毎年度）

18 18 18 18
17 10 11 （毎年度）

1,050 1,050 1,050 1,050
1,060 1,236 1,028 （毎年度）

320 320 320 320
201 312 261 （毎年度）

±20%以内 ±20%以内 ±20%以内 ±20%以内
-6.5 -2.8 -4.1 （毎年度）
35.4 35.4 35.4 35.4
32.9 31.6 34.5 （毎年度）

※評価　…　Ａ︓目標達成　　Ｂ︓目標未達成　　Ｃ︓目標未達成（乖離⼤）

団体の自己評価 県所管課による評価
判定 評価 判定 評価
○ ・二つの公益事業のうち、漁業振興公害対策

事業(以下、助成事業）については公益性を
重視して進捗を図っている。
・栽培漁業推進事業(以下、栽培事業）につ
いては、ヒラメについては計画を下回ったもの
の、マダイでは3年連続でほぼ計画以上の放
流尾数を達成している。
・浜岡原発の停止状態が続く中、計画通り種
苗生産が出来ないこともあり、やむを得ない点
もある。

○ ・助成事業については、財務改善のため、Ｈ
30に団体が策定した運営計画に従い、事業
規模を段階的に縮小している。このためR２以
降の助成件数は目標の60％にとどまっているも
のの、やむを得ないと考えられる。
・栽培事業の種苗放流については、R３はヒラ
メで目標を達成できなかったものの、マダイにつ
いては３年連続でほぼ目標放流尾数に達成
している。

自主
事業

漁業振興公害対
策事業

　漁業振興対策、漁業公害対策、漁業環境保全
対策及び漁業に関する教育広報に寄与する事業を
⾏う団体に対して助成を⾏う。

7,827 8,810

県補
助

栽培漁業推進事
業

　種苗放流等により沿岸漁業資源の維持・増⼤を
図る栽培漁業を推進する。

43,612 45,087

指標の名称（単位） 目標値
（年度）R1 R2 R3

沿岸漁業生産量全国シェア（％） -

助成件数（件） C

マダイ放流尾数（千尾） B

ヒラメ放流尾数（千尾） B

経常収益に対する経常増減額の割
合（5年間平均値）（％） A

種苗⼀尾あたり放流コスト（円／
尾） A



７ 団体の必要性の評価

※判定欄　…　○︓良好　　△︓改善を要する　　×︓抜本的な改革が必要

８ 団体改⾰の進捗状況（過去の⾏政経営推進委員会からの意⾒への対応状況）

※○︓対応済　　△︓対応中　　×︓未対応

団体の自己評価 県所管課による評価
判定 評価 判定 評価
〇 　当団体が⾏っている栽培事業については、県

の総合計画や県が策定した第7次栽培漁業
基本計画に沿って事業を実施している。この実
施については、当団体が事業を実施できる県
下唯⼀の指定法人となっており、公益性の高
い事業を実施していると認識している。
　また、もう⼀つの公益事業である助成事業
も、事業の公益性の観点を重要視して採択し
ており、今後もこのスタンスを継続する。

○ 　国⺠の⿂介類摂取量と水産資源の減少が
懸念される中、沿岸漁場整備開発法に規定
される指定団体として、本県栽培漁業の円滑
な推進を図るとともに、本県沿岸漁業の振興
に必要な漁業振興対策、漁業環境保全対策
などについて幅広く支援している。
　本団体は、県内水産業の発展と水産物の
安定供給などの役割を果たす重要な団体であ
り、類似した活動を⾏う団体は県内に存在し
ない。

対応状況
団体記載 県所管課記載

漁獲だけでなく、加工、販売ま
で幅広い取組への支援方法を
検討

〇 　助成事業については、水産基
盤整備的なものより、地域資源
の利活⽤に関するものの優先順
位を高くして採択している。

○ 　水産物の加工・販売促進や、
漁業体験・観光などに関連する
事業を積極的に採択し、6次産
業化等への取組を支援してい
る。

⾏政経営推進委員会意⾒
（経営健全性に係る意⾒を除く）



Ⅲ　点検評価（経営の健全性）

１ 財務状況

 単年度収支　　　
 経常損益

 事業収益

 事業外収益

 特別収益

 収入計
 事業費⽤

 事業外費⽤
 特別損失
 支出計

（ 単位︓千円 ）

評価
(d-h)  5,148  1,595  -854 C

(a+b-e-f)  5,148  1,595  -854 C 債券の売却がなかったため
公益目的事業会計  5,512  1,782  -847 
収益事業等会計  -  -  - 
法人会計  -364  -187  -7 

 剰余⾦  50,427  52,023  51,169 A
※評価　…　Ａ︓プラス　　Ｂ︓特別な要因によるマイナス　　Ｃ︓マイナス

主な増減理由等
 資産  3,723,350  3,678,998  3,605,295  3,329,640 

 流動資産  50,784  52,412  51,536  43,490 
 固定資産  3,672,566  3,626,586  3,553,759  3,286,150 

 負債  1,287  1,468  1,417  1,517 
 流動負債  254  294  272  272 
 固定負債  1,033  1,174  1,145  1,245 

 正味財産/純資産  3,722,063  3,677,529  3,603,878  3,328,123 

 基本財産/資本⾦  3,671,636  3,625,506  3,552,709  3,285,000 

 剰余⾦等  50,427  52,023  51,169  43,123 
 運⽤財産  -  -  -  - 

(a)  26,383  26,368  25,474  26,254 
うち県支出額  4,160  4,160  3,286  3,286 
(県支出額/事業収益) (15.8%) (15.8%) (12.9%) (12.5%)

(b)  51,613  48,430  40,074  39,819 
うち基本財産運⽤益  51,071  48,364  39,850 債券の売却がなかったため  39,816 

(c)  -  -  -  - 
うち基本⾦取崩額  -  -  -  - 

(d=a+b+c)  77,996  74,798  65,548  66,073 
(e)  66,749  67,800  61,019  68,100 

うち人件費  6,584  6,570  6,874  6,726 
(人件費/事業費⽤) (9.9%) (9.7%) (11.3%) (9.9%)

(f)  6,099  5,403  5,383  6,019 
(g)  -  -  -  - 

(h=e+f+g)  72,848  73,203  66,402  74,119 
収支差 (d-h)  5,148  1,595  -854  -8,046 

区　　　　分 R1 決算 R2 決算 R3 決算 備考（特別な要因）

健
全
性
指
標

区　　　　分 R1 決算 R2 決算 R3 決算 R4 予算

支
出

資
産
の
状
況

収
支
の
状
況

収
入



２ 経営改善の取組の実施状況と評価

３ ⾚字の要因（前年度の単年度収⽀、経常損益が⾚字の団体のみ記載）

４ 経営の健全性の総括評価

※判定欄　…　○︓良好　　△︓改善を要する　　×︓抜本的な改革が必要
５ 団体改⾰の進捗状況（過去の⾏政経営推進委員会からの意⾒への対応状況）

※○︓対応済　　△︓対応中　　×︓未対応

　R1より、主事業である栽培事業を継続させるため、保有する債券（基⾦）の組換えと⽚寄せを⾏い、栽
培事業の利息収入を確保するとともに、漁業振興公害対策事業の事業規模を段階的に縮小させる運⽤計
画を作成、実⾏しており、経営改善を着実に進めている。

　運営計画を作成、実施しており、R2は債券を売却したため経常損益がプラスとなったが、R3は計画に従い
債券の売却を⾏わなかったため経常損益が⾚字となった。

団体の自己評価 県所管課による評価
判定 評価 判定 評価
○ 　公益法人として、健全な運営のための収支

均衡、収支相償に配慮しつつ、債券売却を⾏
い公益事業の安定的な継続に努めるよう取り
組んできた。
　しかし低⾦利が続く中、特に栽培基⾦につい
ては、県の栽培漁業基本計画どおり実施してい
くと、R1には資⾦ショートの懸念があったので、
「２　経営改善の取組の実施状況と評価」に
記載したとおりの取組を実施し、最新の計画で
は令和12年度まで、二つの公益目的事業が
健全に運営できる目途がついている。

△ 2つの公益事業のうち、主要事業である栽培漁
業推進事業に収益を重点的に充当できるよ
う、R1に債券の組み換えを進めるなど、経営改
善に向けた道筋が付けられ、R2は前年に引き
続き2年連続で⿊字とすることができたが、債券
売却による⾦利収入には限りがあり、買い換え
ることで利息収入は先細っていくことから、事業
規模の縮小も引き続き検討していく必要があ
る。
　健全な経営を継続していくため、引き続き運
営を注視していく。

対応状況
団体記載 県所管課記載

-

⾏政経営推進委員会意⾒
（経営健全性に係るもの）



Ⅳ　改善に向けた今後の方針

１ 点検評価を踏まえた経営の方向性

２ 今年度の改善の取組

今後の展望、中期的な経営方針（団体記載） 団体の方針に対する意⾒等（県所管課記載）
　現在、⽇銀の低⾦利政策が継続しており、この低
⾦利は今後も続くと予想される。R1に、基⾦の組換
えと、R12までの債券運⽤計画と事業実施計画を策
定した。
　当基⾦の基本財産は、約33億円あり、少なくない
⾦額と認識している。今後も、計画通り債券売却を
進めながら事業を実施していくとともに、保有債券の
償還時期や利率、⾦利動向等を考慮し、適宜⾒直
しを⾏っていく。

　債券運⽤収入が限られているため、現在実施して
いる公益事業を収入に⾒合った内容に⾒直す必要
がある。
　具体的には、２本の公益事業のうち、現在の主要
事業である栽培事業の規模を維持するため、助成
事業の内容（施設整備に関するメニュー）を縮小す
る必要がある。縮小した場合、補助率が若⼲下がる
ものの県の補助制度に類似のメニューがあるので、漁
業者への影響は最小限に抑えられると考えられる。

団体の取組（団体記載） 団体の取組に対する意⾒等（県所管課記載）
　計画通りに債券運⽤を実施するとともに事業費削
減を図る。特に漁業振興基⾦については助成費の削
減を計画的に実施していく。

　左記の取組を確実に実施していくべきと考える。



Ⅴ　組織体制及び県の関与

１ 役職員数及び県⽀出額等

２ 点検評価（団体記載）

３ 点検評価（県所管課記載）

（単位︓人、千円）
区　分 R1 R2 R3 R4 備考（増減理由等）

常勤役員数           1           1           1           1 
うち県ＯＢ           1           1           1           1 
うち県派遣            -            -            -            - 

常勤職員数            -            -            -            - 
うち県ＯＢ            -            -            -            - 
うち県派遣            -            -            -            - 

県支出額     4,160     4,160     3,286     3,286 
補助⾦     4,160     4,160     3,286     3,286 
委託⾦            -            -            -            - 
その他            -            -            -            - 

県からの借入⾦            -            -            -            - 
県が債務保証等を
付した債務残高            -            -            -            - 

※役職員数は各年度４⽉１⽇時点、県支出額は決算額（当該年度は予算額）、借入⾦・債務残高は期末残高

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○︓基準を満たしている　　△︓基準を満たしていないが合理的理由がある　　×︓基準を満たしていない

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○︓基準を満たしている　　△︓基準を満たしていないが合理的理由がある　　×︓基準を満たしていない

 定員管理の方針等を
 策定し、組織体制の
 効率化に計画的に取
 り組んでいるか

〇 既に、常務理事兼事務局⻑1人、非常勤職員1人の2人体制で運営して
おり、必要最小限まで合理化している。
　また、R4.5.27の評議員会をもって評議員20名→12名、監事3名→2
名へと定数を削減済み。

 常勤の役員に占める
 県職員を必要最小限
 にとどめているか

〇 当基⾦の常勤役員は1名であり、必要最小限である。

 常勤の職員に占める
 県からの派遣職員を
 必要最小限にとどめ
 ているか

- -

 県からの派遣職員に
 ついて、必要性、有効
 性が認められるか

- -

 県からの補助⾦等の
 支出や借入⾦等につ
 いて、必要性、有効性 
 が認められるか

○ 　静岡県が制定した「第7次静岡県栽培漁業基本計画」を確実に実⾏する
ため、当該団体の栽培漁業推進事業は必須であり、これまでの事業によりマ
ダイ、ヒラメの資源量の維持に寄与している。



Ⅵ　更なる効果的事業の実施に向けた取組

１ 外部意⾒把握の⼿法及び意⾒

２ 事業やサービスの⾒直し例

区　分 実施 結果公表 実施内容 主な意⾒・評価

 ○︓実施している／公表している　　―︓実施していない／公表していない

・ホームページやブログによる情報発信の充実や事業推進のための会議への参集範囲拡⼤による、事業内
容の周知徹底
・会議の⼀元化など事業の合理化の推進
・調査対象者の拡充による事業効果把握のための調査の精度向上

外部評価委員
会

- - - -

利⽤者ｱﾝｹｰﾄ - - - -

利⽤者等
意⾒交換会

○ ○ 　直接の利⽤者である遊漁者・漁
業者及び間接利⽤者である遊漁船
業者の意⾒等を、事業推進のため
の地域協議会等の場を通じ聴取
し、結果についても報告している。

　県漁業⼠会、県漁協⻘壮年部の
会合に参加して、情報収集や当基⾦
に対する意⾒等の把握に努めている。

その他
(　　　　　　　)

- - - -


